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_ 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。

` 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。

a 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

b 本公告の物品を第三者をして貸付けようと
する者にあっては、当該物品を自ら貸付けで
きる能力を有するとともに、第三者をして貸
付けできる能力を有することを証明した者で
あること。（|を除く）

c 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒359`8555 埼玉県所沢市並木４丁目１番
地 国立障害者リハビリテーションセンター
管理部会計課調度係 罍 準 電話04`

2995`3100 内線2134

] 入札説明書の交付方法 上記３\の交付場
所にて交付する。

^ 入札説明会の日時及び場所 平成25年10月
16日 {14時00分、|15時00分、}16時00分
国立障害者リハビリテーションセンター本
館４階大会議室

_ 入札書等の受領期限 平成25年11月21日15

時00分
` 開札の日時及び場所 平成25年12月６日
{14時00分、|15時00分、}16時00分 国立
障害者リハビリテーションセンター本館４階
小会議室１

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出

しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内の入札金額を提出し、かつ、支出負
担行為担当官が入札説明書で指定する性能、
機能等の要件のうち、必須とした項目にかか
る基準を全て満たしている物品を提案したも
のの中から支出負担行為担当官が入札説明書
で定める総合評価の方法をもって落札者を定
める。ただし、落札者となるべき者の入札価
格によっては、その者により該当契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがあると
認められたとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなる
おそれがあって著しく不適当であると認めら
れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって入札した他の者のうち次に有利な者
を落札者とすることがある。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Contracting Entity : Yoshihiro Ogawa,

Director, Department of Administration,

National Rehabilitation Center for Persons

with Disabilities

] Classification of the products to be pro-

cured : 22, 31

^ Nature and quantity of the products to be

required :

{ Magnetic Resonance Imaging system, 1

set

| Computed Tomography system, 1 set

} X-ray TV system, 1 set

_ Fulfillment Period : {, }From March,

17, 2014 through March 31, 2018, |March

31, 2014

` Fulfillment place : National Rehabilita-

tion Center for Persons with Disabilities.

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 70 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting. Furthermore, mi-

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

| not come under Article 71 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting,

} have Grade A, B or C in ÚSales of prod-

uctÙ or ÚOffer of service, etcÙ in the Kan-

to-Koshinetsu in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen-

cy) in the fiscal years 2013, 2014 and

2015),

~ meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in the accordance with Article 73 of the

cabinet order.

� Prove to have the ability to lease the

products concerned by themselves in ad-

dition to by a third party, should the pro-

ducts requested through this notice be

leased by a third party. (| is excluded)

b Time-limit for the tender : PM 3 : 00, No-

vember 21, 2013

c Contact point for the notice : Jun Motai,

Procurement Section, Finance and Ac-

counting Division, Department of Adminis-

tration, National Rehabilitation Center for

Persons with Disabilities, 4`1, Namiki To-

korozawa-shi, Saitama-ken, 359`8555, Ja-

pan. TEL 04`2995`3100 ext. 2134

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年９月 30日
支出負担行為担当官
国立障害者リハビリテーションセンター

管理部長 小河 芳弘
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 11

１ 調達内容
\ 品目分類番号 22

] 購入等件名及び数量
{ 高圧蒸気滅菌装置の購入及び設置一式
| 超音波洗浄装置及び洗浄装置の購入及び
設置一式

^ 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。

_ 履行期間 平成26年３月31日まで
` 履行場所 国立障害者リハビリテーション
センター

a 入札方法 入札金額については、仕様書に
定める業務の履行に要する一切の諸経費を含
めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の５パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の105分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
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